
扶養親族等申告書の提出

１．老齢年金が所得税の源泉徴収対象となる年金額

所得税の源泉徴収対象となる方は、受給している老齢年金（※）が次の年金額（年額）以上の老齢
年金を受け取られる方です。

※老齢年金とは、老齢または退職を支給事由とする年金（老齢福祉年金を除く。）をいいます。

老齢年金から源泉徴収される所得税やお住いの市区町村から課税される住民税において、該当する

控除を受けるためには、毎年、扶養親族等申告書（以下「申告書」と言います。）を日本年金機構へ提出

することが必要です。

次ページの図で扶養親族等申告書の提出が必要かどうかご判断ください。

2．住民税の課税徴収対象となる年金額

地方税法により、「単身者の住民税の非課税限度額」以上の金額の年金を受給している方で、寡
婦ひとり親や障害者に該当する、または、控除対象となる配偶者や親族を扶養している方は、申
告書を提出する必要があります。

「住民税の非課税限度額」とはその金額に満たない収入（年収）の方は住民税が非課税となる基
準額のことです。その金額は生活保護の基準に基づき、お住いの市区町村によって1級地～3級
地に分類され以下のとおり規定されています。
お住いの市区町村の級地区分については、市区町村にご確認いただくか、日本年金機構ホーム
ページをご覧ください。

令和8年分 令和9年分

65歳未満の方 155万円以上 164万円以上

65歳以上の方 205万円以上 214万円以上

退職共済年金の受給者
であって、老齢基礎年
金が支給されている方

退職共済年金の年金額が
127万円以上

退職共済年金の年金額が
137万円以上

級地区分 65歳未満 65歳以上

1級地 105万円 155万円

2級地 101.5万円 151.5万円

3級地 98万円 148万円

老齢または退職を支給事由とする年金（老齢福祉年金を除く。）を受け取っており、年間の金額が3級

地の非課税限度額以上の金額である方（退職共済年金の受給者であって、老齢基礎年金が支給されて

いる方については、退職共済年金の支給額が70万円以上の方）へ、日本年金機構から申告書のお知ら

せ（紙またはメール）をお送りしています。

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu
/fuyo_threshold.html

日本年金機構ホームページ
住民税の非課税限度額基準額について



提出すると、受給している老齢

年金から徴収される所得税や

翌年の個人住民税で該当する

控除が受けられます。

申告書をご提出ください。（※5）
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(2)ご本人が障害者または

寡婦・ひとり親（※1）に該当しますか？

いる

※前年申告からの変更がない

場合も、該当する控除を受け

るには、毎年提出が必要です。

(4)扶養している配偶者・親族に

退職手当を受ける見込みの方（※3）

がいますか？

(3)控除の対象となる配偶者・親族（※2）を

扶養していますか？

電子申請なら切手代がかからな

いので、ぜひご利用ください。

電子申請を利用しない方は紙の

申告書を提出してください。（※5）

スマートフォン等を使用
して電子申請で提出く
ださい。

以下の図で扶養親族等申告書の提出が必要かご判断ください。

扶養親族等申告書を提出すると受給している老齢年金から源泉

徴収される所得税やお住いの市区町村で課税される住民税で

該当する控除が受けられます。

(1)受給している老齢年金の金額が、前ページにある

・所得税の源泉徴収対象となる金額以上の年金額

・お住いの市区町村の住民税の非課税限度額以上の年金額

のいずれかに該当しますか？

該当する

該当しない

提出が不要 （※4）

該当しない

扶養していない

いない

※5 紙の申告書を複数回提出した場合や、

電子申請により申告書を複数回提出した

場合は、最後に提出した申告書に基づい

て課税計算を行います。

電子申請と紙の両方の申告書を提出した

場合、原則として、電子申請で提出した

申告書に基づいて課税計算を行います。

紙の申告書の申告内容を反映させたい

場合はお近くの年金事務所等へご相談

ください。

※4 提出不要の方も、提出が必要な方と同様に、基礎控除は受け

ることができ、所得税の税率は5.105％です。

※1 障害者、寡婦・ひとり親の要件については、日本年金

機構ホームページ等をご覧ください。

※2 年間所得見積額が配偶者は95万円以下、配偶者以外

の親族は62万円以下（令和8年分は58万円以下、19歳

～22歳は85万円以下）の方に限ります。

※3 退職所得を除いた年間所得見積額が配偶者は95万円以

下、配偶者以外の親族は62万円以下（令和8年分は58万

円以下、19歳～22歳は85万円以下）の方に限ります。


